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１ 高齢者ニーズ及び在宅介護の調査の結果 

（１）健康と暮らしの調査 

●調査の実施概要 

健康とくらしの調査の実施概要は以下の通りです。 

調査対象者 令和４年10月１日時点で65歳以上である高齢者  3,000人 

調査方法 郵送 

調査期間 令和４年12月5日～令和４年12月26日 

回収結果（回収率） 2,252票（75.1%） 

 

●属性 

  性別では、「男性」が51.8%、「女性」が48.2％となっています。年齢では、「70～74歳」が

28.1％で最も多く、「７５～79歳」が25.6％で続いています。 

また、家族構成では、「夫婦二人暮らし」が59.6％で最も多く、「息子・娘との２世帯」が

13.9％で続いています。 

性別 

 

年齢 

 

家族構成 

 

 

  

男性, 51.8 女性, 48.2

0% 50% 100%

65～69歳

20.0

70～74歳

28.1

75～79歳

25.6

80～84歳

17.7

85歳以上

8.6

0% 50% 100%

一人暮らし, 12.3

夫婦二人暮らし, 

59.6

息子・娘との２

世帯, 13.9

その他（３世帯

を含む）, 12.9

無回答, 

1.2

0% 50% 100%

n=2,252 

n=2,252 

n=2,252 

アンケート調査結果概要 
資料５ 
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●主観的健康観と生活への影響 

健康状態を年齢別にみると、「よい」は年齢が上がるにつれ減少し、「65～69歳」の90.4％が

「85歳以上」の75.8％まで低下します。 

健康上の問題の日常生活への影響を年齢別にみると、「ある」は年齢が上がるにつれ増加し、

「65～69歳」の5.6％が「85歳以上」の22.7％まで上昇します。 

 

健康状態 

 

 

健康上の問題の日常生活への影響 

 

  

よい（計）, 90.4

89.7

85.6

78.4

75.8

よくない（計）, 

8.7

9.5

12.8

20.1

21.1

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

ある, 5.6

7.0

10.1

18.8

22.7

ない, 93.6

91.6

87.5

78.9

73.7

無回答, 0.9

1.4

2.4

2.3

3.6

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

n=2,252 

n=2,252 
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●高齢者の生活 

外出の頻度では、「週に５回以上」が56.3％で最も多く、「週２～３回」が19.0％で続いています。 

また、転倒不安を年齢別にみると、「ある」は年齢が上がるにつれ増加し、「65～69歳」の

29.3％が「85歳以上」の59.8％まで上昇します。 

外出の頻度                           転倒不安 

  

 

相談相手では、「同居家族」が73.4％で最も多く、「別居の子」が61.7％で続いています。 

また、近所づきあいを年齢別にみると、「生活面で協力しあっている人もいる」と「立ち話程度の

つきあいはしている」の合計は年齢が上がるにつれ増加し、「85歳以上」で低下します。 

 

相談相手                            近所づきあい 

  

 

 

  

56.3

15.9

19.0

3.9

2.8

0.4

0.4

1.3

0% 50%

週に５回以上

週４回

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

していない

無回答

不安である

（計） 29.3

35.1

41.2

52.8

59.8

不安でない（計）, 70.0

64.0

56.7

46.0

37.6

0.7

0.9

2.1

1.3

2.6

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

73.4

61.7

33.7

31.9

3.1

3.4

2.9

18.8

7.1

1.0

1.6

2.1

0% 50%

同居家族

別居の子

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣・友人

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役所・役場

その他

そのような人はいない

無回答

生活面で協力しあっている人も

いる, 11.3

14.4

15.9

16.1

14.4

立ち話程度のつきあいはしている, 45.6

49.3

55.1

55.3

49.5

挨拶程度の最小限のつ

きあいのみ, 39.1

32.7

26.0

25.1

26.3

つきあいは全くしていない

3.3

1.7

1.4

1.5

2.6

0.7

1.9

1.6

2.0

無回答, 7.2

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

n=2,252 

n=2,252 

n=1,119 

n=2,252 



 

4 

現在の暮らしの状況では、「ふつう」が55.6％で最も多く、「ゆとりがある（計）」が23.5％で続

いています。 

現在の生活への満足度では、「はい」が86.8%、「いいえ」が11.0％となっています。 

また、幸福度では、「8点」が29.1％で最も多く、「７点」が20.8％で続いています。平均は7.4

点（前回調査、７．３点）になっています。 

 

現在の暮らしの状況 

 

現在の生活への満足度 

 

幸福度 

 

 

 

  

苦しい（計）, 19.3 ふつう, 55.6
ゆとりがある（計）, 

23.5

無回答, 2.6

0% 50% 100%

はい, 86.8
いいえ, 

11.0

無回答, 2.2

0% 50% 100%

0.0

0.2

0.2

1.2

1.9

11.8

9.2

20.8

29.1

12.7

10.7

2.3

0% 50%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

無回答

n=2,252 

n=2,252 

n=2,252 
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スマートフォンを使用している時間（１日あたり）を年齢別にみると、「８５歳以上」以外ではどの

年齢も「１時間以内」が最も多くなっています。「もっていない」は年齢が上がるにつれ増加します。  

スマートフォンを使用している割合が最も低い「８５歳以上」においては、使用している割合は

48.9％（「1時間以内」から「５時間以上」の合計）となっています。 

 

スマートフォンを使用している時間（１日あたり） 

 

地域の通いの場（定期的に活動を行っている場）の参加状況を年齢別にみると、「参加してい

る」は年齢が上がるにつれ増加し、「85歳以上」で低下します。 

地域の通いの場（定期的に活動を行っている場）の参加状況 

  

もっていない, 4.2

8.7

17.3

32.9

45.9

１時間以内, 42.4

53.4

54.4

48.5

37.6

１時間から３時間, 

42.2

29.1

22.7

15.3

10.3

４時間から５時間, 6.0

6.0

3.3

1.5

0.5

５時間以上, 4.4
2.1

1.2

0.8

0.5

無回答, 

0.7

0.8

1.0

1.0

5.2

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

参加している, 9.6

14.2

17.7

21.4

18.6

知っているが参加していない, 27.1

32.9

35.9

35.7

30.9

事情があって参加していない, 3.1

2.8

3.8

5.0

4.1

知らない, 42.7

34.8

31.2

25.4

32.5

興味がない, 16.7

14.4

9.4

10.3

9.3

無回答, 0.9

0.9

2.1

2.3

4.6

0% 50% 100%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

n=2,252 

n=2,252 
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●地域活動への参加状況・参加意向 

地域活動への参加状況では、「趣味関係のグループ」が42.5で最も多く、「町内会・自治会」

が38.5％で続いています。 

地域活動への参加意向を性別にみると、「是非参加したい」と「参加してもよい」の合計値は、

「世話役として」「参加者として」ともに、男性が女性を若干、上回っています。 

地域活動への参加状況 

 

地域活動への参加意向 

 

 

参加している, 21.4

37.7

42.5

38.5

11.1

17.5

13.9

12.5

28.8

参加していない, 75.5

59.7

55.2

58.7

86.1

80.0

83.7

85.0

64.8

無回答, 3.1

2.6

2.4

2.8

2.8

2.5

2.4

2.5

6.4

0% 50% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

町内会・自治会

老人クラブ

学習・教養サークル

健康体操やサロンなどの介護予防のた

めの通いの場

特技や経験を他者に伝える活動

収入のある仕事

是非参加したい, 2.2

2.8

3.2

4.4

参加してもよい, 41.0

34.7

56.3

54.1

参加したくない,48.7

51.2

33.2

30.0

すでに参加している, 6.0

5.6

5.7

6.9

2.1

5.7

1.6

4.6

0% 50% 100%

男性

女性

男性

女性

n=2,252 

n=2,252 

【世話役として】 

【参加者として】 
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●認知症 

「認知症に関する相談窓口を知っていますか」では、「はい」が28.2%、「いいえ」が70.7％と

なっています。 

 

認知症に関する相談窓口を知っていますか 

 

 

「認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある」では、「はい」が9.2%、「いいえ」が

89.5％となっています。 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある 

 

 

「物忘れが多いと感じる」では、「はい」が39.8%、「いいえ」が58.4％となっています。 

物忘れが多いと感じる 

 

  

はい, 28.2 いいえ, 70.7

無回答, 1.1

0% 50% 100%

はい, 

9.2
いいえ, 89.5

無回答, 1.3

0% 50% 100%

はい, 39.8 いいえ, 58.4

無回答, 1.7

0% 50% 100%

n=2,252 

n=2,252 

n=2,252 
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「自分が認知症になったら、周りの人に助けてもらいながら自宅での生活を続けたい」では、

「思う（計）」が５５.５%、「思わない（計）」が20.5％となっています。 

自分が認知症になったら、周りの人に助けてもらいながら自宅での生活を続けたい 

 

 

「認知症の人も地域活動に役割をもって参加した方が良い」では、「思う（計）」が51.6%、「思

わない（計）」が12.0％となっています。 

認知症の人も地域活動に役割をもって参加した方が良い 

 

 

「家族が認知症になったら、協力を得るために近所の人や知人などにも知っておいてほしい」で

は、「思う（計）」が65.0%、「思わない（計）」が11.7％となっています。 

 

家族が認知症になったら、協力を得るために近所の人や知人などにも知っておいてほしい 

 

 

  

思う（計）, 55.5
どちらでもない, 

19.1

思わない（計）, 

20.5

無回答, 4.9

0% 50% 100%

思う（計）, 51.6
どちらでも

ない, 31.4

思わない（計）, 

12.0

無回答, 4.9

0% 50% 100%

思う（計）, 65.0
どちらでも

ない, 17.0

思わない（計）, 

11.7

無回答, 6.4

0% 50% 100%

n=2,252 

n=283 

n=283 
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●要介護リスク 

「物忘れが多い者の割合」「認知機能低下者割合」「１年間の転倒あり割合」が要介護リスク

ありに該当する人が多くなっています。前回調査と比較すると、要介護リスクありに該当する割合は

ほぼ同水準となっています。 

要介護リスク 

 
要介護リスクありの

割合 【参考】前回調査 

フレイルあり割合 13.8% 16.9% 

運動機能低下者割合 7.0% 5.9% 

１年間の転倒あり割合 24.6% 22.3% 

物忘れが多い者の割合 40.5% 39.8% 

閉じこもり者割合 3.6% 2.7% 

うつ割合 21.2% 17．3% 

口腔機能低下者割合 19.6% 15.6% 

低栄養の傾向割合 8.7% 6.4% 

認知機能低下者割合 32.7% 31.7% 

IADL（自立度）低下者割合 9.3% 9.1% 
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・家族構成では、「一人暮らし」が12.3％、「夫婦二人暮らし」が59.6％で、合わせて

高齢者のみの世帯が７割以上を占めている。今後、高齢者のみの世帯がさらに増加

していくと見込まれる。 

・健康上の問題が日常生活に影響が「ある」と回答した人は、70歳代までは約1割以

下で、80歳代以上になると約２割に増加する。今後、後期高齢者が増加するため、フ

レイル予防・対策の強化が必要である。 

・近所づきあいについて、「挨拶程度の最小限のつきあいのみ」「まったくしていない」

の合計は２割台半ばから４割程度であり、また、相談相手について「そのような人はい

ない」が1.6％となっている。孤独・孤立状態の防止・改善の観点から、実態把握やニ

ーズに応じた対策が必要である。 

・スマートフォンを使用している割合を年代別にみると、最も低い「８５歳以上」でも

48.9％となっており、スマートフォンが高齢者に広く普及してきている。これを踏まえ、

ICTやアプリを活用した情報発信や健康づくりの取組みを工夫する必要がある。 

・地域の通いの場（定期的に活動を行っている場）の参加状況は、どの年代も「参加し

ている」は１割～２割程度である。一方で、地域の通いの場を「知らない」は3割から４

割程度となっており、情報を必要としている人へ必要な情報が届くよう情報発信の工

夫が必要である。 

・地域活動への参加意向は、「世話役として参加」は40.5％、「参加者として参加」は

59.0％となっている一方で、「すでに参加している」は世話役・参加者のいずれも６％

程度にとどまっている。参加意向のある人が参加しやすい仕組みや工夫が必要であ

る。 

・認知症に関する相談窓口について、知っている人（28.2%）が知らない人（70.7％）

を大きく下回っているため、相談窓口の周知を図る必要がある。 

課題 
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（２）在宅介護実態調査 

●調査の実施 

在宅介護実態調査の実施概要は以下の通りです。 

調査方法 調査員による聞き取り 郵送 

調査対象者 

在宅で、認定申請日(更新・区分変更)が令

和 4 年 12 月 23 日から令和 5 年 3 月

31 日の方 

在宅で、認定申請日(更新・区分変更)が令

和 4 年 8 月 1 日から 12 月 22 日の方 

調査期間 
令和 4 年 12 月 26 日～令和 5 年 4 月

11 日 
令和 5 年 5 月 9 日～令和 5 年 5 月 26 日 

回収結果（回収率） 611 人（回収率 77．0％） 

 

●属性 

年齢では、「85～89歳」が29.1％で最も多く、「80～84歳」が25.0％で続いています。要介

護度では、「要介護１」が23.7％で最も多く、「要介護２」が22.3％で続いています。また、世帯類

型では、「夫婦のみ世帯」が33.4％、「単身世帯」が27.3％となっています。 

 

年齢                                要介護度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯類型 

 

単身世帯, 27.3 夫婦のみ世帯, 33.4 その他, 37.6

不明・無回答, 1.6
0% 50% 100%

n=611 

8.8

13.3

23.7

22.3

16.7

7.9

6.9

0.2

0.2

0.2

0% 10% 20%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

審査取り下げ

非該当

不明・無回答

n=611   

n=611 

2.1

2.8

8.3

13.3

25.0

29.1

19.3

0.0

0% 10% 20% 30%

65歳未満

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

不明・無回答
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●主な介護者 

介護者の続柄では、「子」が49.5％で最も多く、「配偶者」が34.1％で続いています。また、介

護者の年齢では、「60代」が25.3％で最も多く、「50代」が24.4％で続いています。 

介護者の続柄                     介護者の年齢 

 

 

●サービス利用の組み合わせ状況 

サービス利用の組み合わせ状況では、「未利用」が29.0%で最も多く、「通所系のみ」が

28.0%、「訪問系のみ」が21.1%、「訪問＋通所」が14.1%で続いています。 

サービス利用の組み合わせ状況 

 

 

  

34.1

49.5

7.5

0.7

2.9

1.8

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

不明・無回答

0.0

0.2

1.5

5.7

24.4

25.3

19.1

19.1

2.4

2.2

0% 10% 20% 30%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

不明・無回答

29.0 

21.1 

28.0 

0.3 

14.1 

0.2 

2.5 

1.8 

1.6 

0.3 

0.8 

0.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30%

未利用

訪問系のみ

通所系のみ

短期系のみ

訪問＋通所

訪問＋短期

通所＋短期

訪問＋通所＋短期

小規模多機能

看護多機能

定期巡回のみ

定期巡回＋通所

定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期

無回答
n=611 

n=455 n=455 
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●要介護度別・施設の検討状況 

「検討していない」がどの介護度も最も多くなっています。「検討中」「申請済み」は要介護度が

上がるにつれ、おおむね増加しています。 

 

要介護度別・施設の検討状況 

 

●サービスの利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

「検討していない」では「訪問系を含む組み合わせ」が36.3%で最も多くなっています。「検討

中」では「通所系・短期系のみ」が最も多くなっています。また、「申請済み」では「訪問系を含む

組み合わせ」が32.3%で最も多くなっています。 

 

サービスの利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

 

  

検討していない 79.1

75.5

60.8

検討中, 13.2

18.2

22.6

申請済み, 7.8

6.2

16.7

0% 50% 100%

要支援１・２(n=129)

要介護１・２(n=274)

要介護３以上(n=186)

未利用, 

18.6 

11.9 

22.6 

訪問系の

み, 23.0 

23.8 

25.8 

訪問系を含む組

み合わせ, 36.3 

23.8 

32.3 

通所系・短期

系のみ, 22.1 

40.5 

19.4 

0% 50% 100%

検討していない(n=113)

検討中(n=42)

申請済み(n=31)
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●要介護度別・介護者が不安を感じる介護 

要支援１・２では、「外出の付き添い、送迎等」が31.3％で最も多く、「その他の家事（掃除、洗

濯、買い物 等）」が24.0％、「入浴・洗身」が22.9%で続いています。要介護１・２では、「認知症

状への対応」が35.9%で最も多く、「外出の付き添い、送迎等」が31.1％、「入浴・洗身」が

24.8％で続いています。また、要介護３以上では、「夜間の排泄」が28.7％で最も多く、「認知症

状への対応」が26.5％、「日中の排泄」が23.5％で続いています。 

 

要介護度別・介護者が不安を感じる介護 

 

  

0% 20% 40%

17.7

3.1

13.5

24.0

11.5

6.3

8.3

9.4

35.9

5.3

18.0

19.9

15.5

6.3

4.4

2.9

26.5

8.8

17.6

14.7

14.7

8.1

6.6

1.5

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

12.5

21.9

2.1

22.9

1.0

5.2

10.4

31.3

7.3

14.6

17.0

2.9

24.8

4.4

6.3

16.0

31.1

13.1

23.5

28.7

11.0

16.2

5.1

8.8

18.4

22.1

10.3

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

要支援１・２(n=96) 要介護１・２(n=206) 要介護３以上(n=136)
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●主な介護者の就労継続 

介護者の就労継続では、「問題はあるが、何とか続けていける」が41.8％で最も多く、「問題な

く、続けていける」が17.9％で続いています。「続けていくのは、やや難しい」は13.3％、「続けてい

くのは、かなり難しい」は6.6％となっています。 

介護者の就労継続 

 

●介護者の就労継続別・介護者の不安 

「問題なく、続けていける」では、「認知症状への対応」が28.6%で最も多く、「外出の付き添い、

送迎等」が22.9%で続いています。「問題はあるが、何とか続けていける」では、「入浴・洗身」

「外出の付き添い、送迎等」「認知症状への対応」が32.9%で最も多くなっています。また、「続け

ていくのは「やや＋かなり難しい」」では、「認知症状への対応」が35.9%で最も多く、「日中の排

泄」「夜間の排泄」「入浴・洗身」が30.8%で続いています。 

介護者の就労継続別・介護者の不安 

  

問題なく、続け

ていける, 17.9

問題はあるが、何とか続け

ていける, 41.8

続けていく

のは、や

や難しい, 

13.3

続けていくのは、かなり難しい, 6.6

主な介護者に確認しないと、

わからない, 9.7

不明・無

回答, 

10.7

0% 50% 100%

n=196 

2.6

問題なく、続けていける(n=35)

問題はあるが、何とか続けていける(n=79)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=39)

0% 20% 40%

28.6

2.9

14.3

20.0

17.1

2.9

11.4

8.6

32.9

3.8

17.7

19.0

16.5

8.9

3.8

1.3

35.9

5.1

12.8

23.1

12.8

7.7

0.0

2.6

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

11.4

17.1

5.7

20.0

2.9

2.9

17.1

22.9

8.6

11.4

22.8

6.3

32.9

1.3

11.4

15.2

32.9

7.6

30.8

30.8

5.1

30.8

5.1

2.6

7.7

28.2

15.4

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬
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●要介護度別・訪問診療の利用状況 

「利用していない」がどの介護度も最も多くなっています。要介護４以上で「利用している」が他

の認定度よりも多くなっています。 

 

要介護度別・訪問診療の利用状況 

 

  

利用している, 7.7

6.3

9.8

14.5

11.9

31.8

39.0

利用していない, 92.3

93.8

90.2

85.5

88.1

68.2

61.0

0% 50% 100%

要支援１(n=52)

要支援２(n=80)

要介護１(n=143)

要介護２(n=131)

要介護３(n=101)

要介護４(n=44)

要介護５(n=41)
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・要支援・要介護認定者のうち、介護サービスの「未利用」は29.0%となっている。未利

用の理由等を把握し、ニーズに適した対策を考える必要がある。 

・介護者の19.1%を８０歳以上が占めているが、介護者の高齢化は今後も進むと見込ま

れる。今後は訪問系と組み合わせて、家族等介護者へのレスパイトケア機能をもつ「通

所系」や「短期入所系」の利用が多くなっていくことも考えられるため、家族介護者に

向けた支援が必要である。 

・「日中の排泄」、「夜間の排泄」、「認知症状への対応」については、「在宅生活の継

続」と「仕事と介護の両立」のいずれにおいても共通した不安となっており、サービスの

整備や意思決定支援、家族介護への支援など多角的な対策が求められている。 

・要介護度が軽度から重度になるにつれて、訪問診療の利用割合が増加する傾向があ

る。今後は高齢化の更なる進行により、中重度の要介護者が増加することが見込まれ

るため、「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」への適切なサービス提供体

制の整備が必要である。 

課題 
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23.3 63.3

事業の廃止を考えている, 3.3

10.0居宅(n=30)

0% 50% 100%

２ サービス提供体制の調査の結果 

●調査の実施概要 

調査対象者 

市内事業所 計 １５７事業所 
居宅介護支援事業所  ２７事業所  地域包括支援センター  ７ センター  
介護サービス事業所  １23事業所   

事業所従事者 計 2,344人 
居宅介護支援事業所・地域包括支援センター 従事者 １３６人 
介護サービス事業所 従事者 2,208人 

調査方法 郵送 

調査期間 令和５年６月７日～令和５年６月３０日 

回収結果 
（回収率） 

市内事業所 
居宅介護支援事業所 2３事業所（85.2％）  地域包括支援センター ７ センター（100％） 
介護サービス事業所 １０８事業所（87.8％）    

事業所従事者 
居宅介護支援事業所・地域包括支援センター 従事者 １１６人（85.3％） 
介護サービス事業所 従事者 1,237人（56.0％） 

（１）介護サービス事業所調査 

●事業所の今後の事業展開 

サービス事業所、居宅介護支援事業所ともに、「現状の維持」が最も多くなっています。また、サ

ービス事業所、居宅介護支援事業所ともに、「事業の拡大を考えている」が「事業の縮小を考えて

いる」を大きく上回っています。 

事業所の今後の事業展開 

  

  

事業の拡大（定員

枠の拡大、新たな

場所での実施など）

を考えている, 25.9

現状の維持, 67.6

事業の縮小を考えている, 0.9

不明・無

回答, 5.6

0% 50% 100%

事業所(n=108)
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

●今後、市内で充実が必要と思われるサービス（市内で足りないサービス） 

サービス事業所では「訪問介護 （ホームヘルプサービス）」が37.0%で最も多く、「夜間の訪

問看護」が22.2％、「訪問入浴介護」で21.3％で続いています。居宅介護支援事業所では「訪

問介護 （ホームヘルプサービス）」が80.0%で最も多く、「訪問入浴介護」が46.7％、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護」「介護医療院」が33.3％で続いています。 

 

市内で充実が必要と思われるサービス（市内で足りないサービス） 

 

 

  

  

37.0

21.3

19.4

13.9

7.4

22.2

6.5

7.4

5.6

5.6

5.6

3.7

8.3

5.6

9.3

3.7

9.3

13.9

80.0

46.7

0.0

0.0

0.0

23.3

3.3

0.0

0.0

6.7

0.0

3.3

33.3

20.0

6.7

3.3

10.0

13.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

訪問介護 （ホームヘルプサービス）

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション

看護師が行う訪問看護

理学療法士・作業療法士が行う訪問看護

夜間の訪問看護

通所介護 （デイサービス）

通所リハビリテーション

地域密着型通所介護 （デイサービス）

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

4.6

12.0

8.3

3.7

5.6

6.5

0.9

1.9

2.8

0.9

4.6

0.9

8.3

4.6

11.1

10.0

0.0

33.3

10.0

13.3

13.3

0.0

20.0

3.3

6.7

13.3

0.0

10.0

3.3

6.7

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護予防訪問介護相当サービス

訪問型サービスA（基準緩和）

訪問型サービスB（住民主体）

訪問型サービスC（短期集中）

訪問型サービスD（移動支援）

介護予防通所介護相当サービス

通所型サービスA（基準緩和）

通所型サービスB（住民主体）

通所型サービスC（短期集中）

一般介護予防事業

その他

不明・無回答

事業所(n=108) 居宅(n=30)
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●事業所を運営する上での課題 

サービス事業所では「職員の採用が難しい」が60.2%で最も多く、「職員の能力向上が難しい」

が34.3％で続いています。居宅介護支援事業所では「職員の採用が難しい」が76.7%で最も多

く、「収益が少ない」が36.7％で続いています。 

 

事業所を運営する上での課題 

  

 

  

60.2

11.1

34.3

31.5

28.7

21.3

1.9

0.9

6.5

16.7

16.7

2.8

4.6

1.9

76.7

6.7

13.3

36.7

6.7

6.7

0.0

0.0

0.0

10.0

6.7

10.0

6.7

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

職員の採用が難しい

離職する職員が多い

職員の能力向上が難しい

収益が少ない

運営費がかさむ

利用者が少ない

利用者のニーズがつかめない

苦情やトラブルが多い

必要な情報の入手が難しい

地域との連携が不十分

同業者との連携・情報交換

特に問題はない

その他

不明・無回答

事業所(n=108) 居宅(n=30)
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●職員の過不足 

介護サービス事業所では、職員の過不足についてどの職種も「適当」が多くなっています。「訪

問介護員」「介護職員」「看護職員」では、「過剰」と比べて「不足」が著しく多くなっています。 

 

職員の過不足 

 事業所：n=108 

注）各職種について、回答のあったものを集計し、 ｎ値（108事業所）を母数に回答割合を算出している。108事業所すべてが各職種を雇用してい

るとは限らないことに注意を要する。また、「不明・無回答」は図示していない。 

 

  

3.7

1.9

8.3

14.8

22.2

21.3

13.0

13.9

3.7

1.9

0.9

2.8

7.4

3.7

0.0

2.8

5.6

4.6

17.6

5.6

10.2

6.5

25.9

25.0

27.8

29.6

37.0

10.2

21.3

6.5

21.3

14.8

5.6

4.6

32.4

23.1

3.7

1.9

1.9

3.7

0.9

0.9

0.9

0.9

0.9

0% 50%

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

常勤

非常勤

不足 適当 過剰

【訪問介護】ｻｰﾋﾞｽ提供責任者 

看護職員 

生活相談員・支援相談員 

介護支援専門員（ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ）・ 

計画作成担当者 

PT、OT、ST、 

柔道整復師等 

ケア・アシスタント（介護助手） 

その他の職員 

（施設長・医師・事務職員等） 

訪問介護員 

介護職員 
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●人材不足や退職者が多いなどの理由 

人材不足や退職者が多いなどの理由では「募集しても応募がない」が68.7%で最も多く、「募

集しても適性な人材がいない」が46.3％で続いています。 

 

人材不足や退職者が多いなどの理由 

事業所：n=67 

68.7

46.3

9.0

20.9

16.4

13.4

1.5

10.4

3.0

9.0

6.0

9.0

3.0

4.5

3.0

0% 30% 60% 90%

募集しても応募がない

募集しても適性な人材がいない

離職率が高い（定着率が低い）

給料面の待遇が良くない

体力的な負担が大きい

精神的な負担が大きい

利用者や家族との人間関係の

トラブルが多い

職員同士の人間関係の

トラブルが多い

勤務時間が長い、残業が多い

夜勤や夜間の緊急対応がある

もっと好条件で募集している

事業所がある

人件費に見合う収入が

見込めないため採用できない

わからない

その他

不明・無回答
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●離職理由 

「体調不良など身体的な理由」が29.7%で最も多く、「仕事の内容が合わなかったため」「他

の介護サービス事業所で働くため」が21.６％で続いています。 

 

離職理由 

事業所：n=108 

  

6.8

5.4

5.4

0.0

16.2

9.5

17.6

10.8

29.7

10.8

21.6

2.7

21.6

2.7

4.1

9.5

6.8

0% 10% 20% 30% 40%

定年退職のため

派遣契約期間満了のため

転居のため

結婚・出産・育児のため

家族等の介護や看病のため

労働時間・休日・勤務体制が

合わなかったため

収入など経済的な理由

職場の人間関係に不満があったため

体調不良など身体的な理由

精神的な負担が大きいため

仕事の内容が合わなかったため

法人・事業所の理念や運営の在り方に

不満があったため

他の介護サービス事業所で働くため

新型コロナウイルス感染症の影響のため

不明（離職時に理由を言わなかった、

確認しなかった）

その他

不明・無回答
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●事業所における外国人介護人材の募集・採用 

「一度も募集していない」が67.6%で最も多く、「募集しており、採用している」が21.3％で続

いています。 

外国人介護人材を募集していない理由では、「その他」以外では、「人材が充足している」「利

用者の理解を得ることが難しい」が多くなっています。 

 

事業所における外国人介護人材の募集・採用 

事業所：n=108 

 

●ICTの導入状況 

サービス事業所では「導入している」が65.7%で最も多く、「導入の予定はない」が20.4％で

続いています。居宅介護支援事業所では「導入している」が63.3%で最も多く、「今後導入を検

討している」が20.0％で続いています。 

ICTの導入効果では、サービス事業所では「業務の効率化・時間短縮につながった」が最も多

く、「利用者情報の共有や従業員間の連携が改善された」が続いています。居宅介護支援事業所

では「業務の効率化・時間短縮につながった」が最も多く、「利用者情報の共有や従業員間の連

携が改善された」が続いています。 

事業所におけるICTの導入 

 

募集しており、

採用している, 

21.3

募集しているが、採用には

至っていない, 8.3

以前は募集していたが、中止した, 1.9

一度も募集していない, 67.6

不明・無回答, 0.9

0% 50% 100%

導入している, 

65.7

63.3

今後導入を検討して

いる, 12.0

20.0

導入の予定

はない, 20.4

16.7

不明・無回答, 1.9

0% 50% 100%

事業所(n=108)

居宅(n=30)
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●ロボットの導入 

「導入の予定はない」が63.0%で最も多く、「今後導入を検討している」が14.8％で続いてい

ます。「導入している」は13.9％、「導入したことがあるが、現在は使用していない」は4.6％となっ

ています。 

介護ロボットを導入しない理由では、「導入コストが高い」、「導入の効果に疑問」が多くなって

います。 

ロボットの導入 

事業所：n=108 

 

●導入したロボットの種類 

  「見守り・コミュニケーション支援」が55.0%で最も多く、「入浴支援」が40.0％で続いています。 

ロボットの導入効果では、「移乗支援（非装着型）」「入浴支援」では「職員の腰痛予防」が多

く、「見守り・コミュニケーション支援」では「職員の精神的負担が軽減」「夜間業務の負担が軽減」

が多くなっています。 

導入したロボットの種類 

事業所：n=20 

  

導入して

いる, 13.9

導入したことがあるが、現在は使用していない, 4.6

今後導入を

検討してい

る, 14.8

導入の予定はない, 63.0

不明・無回答, 3.7

0% 50% 100%

10.0

30.0

15.0

5.0

40.0

55.0

5.0

0% 30% 60%

移乗支援（装着型）

移乗支援（非装着型）

移動支援

排泄支援

入浴支援

見守り・コミュニケーション支援

不明・無回答
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●業務の難易度と負担感  ※地域包括支援センターに限定した設問 

地域包括支援センターでは、業務の難易度は、どの業務も「やや難しい」が「円滑に行えている」

より多くなっています。「難しい」と回答があったのは「③権利擁護業務」（２件）、「➄地域包括支

援センターの業務全般」（１件）となっています。 

業務の負担感は、どの業務も「業務負担を少し感じる」が最も多くなっています。 

 

業務の難易度 

包括：n=７ 

 

業務の負担感 

包括：n=７ 

難しい, 0

2

1

やや難しい, 5

5

4

4

4

円滑に行えている, 

2

2

1

3

1 1

0件 7件

①総合相談支援業務

②包括的・継続的ケアマネジメント業務

③権利擁護業務

④介護予防ケアマネジメント業務

⑤地域包括支援センターの業務全般

※上記①～④を総合的に見た場合の難易度

業務負担を

大いに感じる, 2

1

2

1

業務負担を

少し感じる, 3

4

4

4

どちらでもない, 

2

2

1

2

業務負担をあまり

感じない, 0

0件 7件

①総合相談支援業務

②包括的・継続的ケアマネジメント業務

③権利擁護業務

④介護予防ケアマネジメント業務
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・市内で充実が必要と思われるサービスは、「訪問介護 （ホームヘルプサービス）」「夜

間の訪問看護」「訪問入浴介護」「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が多くなっ

ており、訪問系サービスの需要増への対応が必要である。 

・事業所を運営する上での課題は、サービス事業所では「職員の採用が難しい」

（60.2%）、「職員の能力向上が難しい」（34.3％）、居宅介護支援事業所では「職員

の採用が難しい」（76.7%）、「収益が少ない」（36.7％）が多くなっており、サービス

事業所、居宅介護支援事業所いずれも「職員の採用が難しい」が最も多くなっている

ことから、人材の育成・確保への支援が必要である。 

・離職理由で「体調不良など身体的な理由」（29.7%）が多くなっている。一方、ロボット

の導入効果では「職員の腰痛予防」を上げる事業者が多いことから、離職を防止し、

人材定着をするため、ロボット導入を含めた支援策を検討する必要がある。 

・地域包括支援センターの業務については、「難しい」「やや難しい」という回答が多い。

業務の質の平準化などを図るために、地域包括支援センターへの支援が必要である。 

課題 
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9.6

43.4

15.6

0.4

8.0

2.4

8.6

25.4

6.8

9.7

0.6

76.7

62.9

10.3

4.3

37.1

19.0

2.6

22.4

9.5

2.6

0% 50% 100%

介護支援専門員

介護福祉士

看護師（准看護師）

保健師

理学療法士・作業療法士等

主任介護支援専門員

社会福祉士

実務者研修修了

介護職員初任者研修修了

（旧ﾍﾙﾊﾟｰ２級)

その他

資格なし

不明・無回答

事業所（n=1,237） 居宅（n=116）

（２）介護サービス従事者調査 

●属性 

居住地は、サービス事業所（図中では「事業所」といいます）では「生駒市内」が51.2%、「そ

の他の市町村」が46.4％となっています。居宅介護支援事業所（図中では「居宅」といいます）で

は「生駒市内」が47.4%、「その他の市町村」が51.7％となっています。 

勤務形態は、サービス事業所では「常勤」が61.1%、「非常勤」が34.3％となっています。居宅

介護支援事業所では「常勤」が81.9%、「非常勤」が15.5％となっています。 

また、保有資格は、サービス事業所では「介護福祉士」が43.4%で最も多く、「介護職員初任

者研修修了（旧ﾍﾙﾊﾟ‐２級）」が25.4％で続いています。居宅介護支援事業所では「介護支援専

門員」が76.7%で最も多く、「介護福祉士」が62.9％で続いています。 

 

 

 

 

  

勤務形態 

居住地 保有資格 

生駒市内, 51.2

47.4

その他の市町村, 46.4

51.7

不明・無回答, 2.4

0.9

0% 50% 100%

事業所（n=1,237）

居宅（n=116）

常勤, 61.1

81.9

非常勤, 34.3

15.5

不明・無回答, 4.6

2.6

0% 50% 100%

事業所（n=1,237）

居宅（n=116）
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●将来の介護職の就労意向 

将来の介護職の就労意向は、「働いていると強く思う」「どちらかといえば働いていると思う」は

サービス事業所、居宅介護支援事業所ともに、想定する期間が長くなるにつれて減少していきま

す。一方、「どちらともいえない」「どちらかといえば辞めていると思う」「辞めていると強く思う」は、

想定する期間が長くなるにつれて増加していきます。 

 

将来の介護職の就労意向 

 

  

44.1

34.1

12.5

2.3

1.4

5.7

31.9

33.6

20.3

5.3

3.2

5.8

22.6

24.9

29.5

8.9

7.5

6.5

12.5

19.2

31.9

12.4

16.2

7.7

0% 50% 100%

働いていると強く思う

どちらかといえば

働いていると思う

どちらともいえない

どちらかといえば

辞めていると思う

辞めていると強く思う

不明・無回答

事業所2024年（1年後） 事業所2026年（3年後）

事業所2028年（5年後） 事業所2033年（10年後）

55.2

29.3

8.6

2.6

0.9

3.4

42.2

33.6

11.2

7.8

3.4

1.7

30.2

27.6

19.0

6.9

12.9

3.4

14.7

19.0

26.7

7.8

26.7

5.2

0% 50% 100%

働いていると強く思う

どちらかといえば

働いていると思う

どちらともいえない

どちらかといえば

辞めていると思う

辞めていると強く思う

不明・無回答

居宅2024年（1年後） 居宅2026年（3年後）

居宅2028年（5年後） 居宅2033年（10年後）

居宅：n=116 事業所：n=1,237 
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●生駒市で働き続けるために市に求めること 

生駒市で働き続けるために市に求めることでは、サービス事業所、居宅介護支援事業所ともに、

「人材確保のための施策の推進」（53.7％、50.9％）が最も多く、「資格取得時の費用負担支援」

（36.2％、34.5％）が続いています。 

 

生駒市で働き続けるために市に求めること 

 

  

24.7 

18.7 

53.7 

17.0 

11.7 

36.2 

29.3 

22.2 

9.8 

21.6 

31.0 

50.9 

19.0 

29.3 

34.5 

23.3 

25.9 

12.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教育・研修の拡大・充実

多職種による連携・協働に関する研修

人材確保のための施策の推進

身近な場所での相談窓口の充実

市民への介護保険制度の周知・啓発

資格取得時の費用負担支援

介護現場で働く魅力の発信

介護ロボットやICTの導入支援

その他

事業所（n=1,237） 居宅（n=116）
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●介護の業界で離職される人が多いのは、主にどのようなことが原因だと思いますか 

考えられる離職の原因では、「仕事内容のわりに賃金が低い」が80.1％で最も多く、「身体的負

担が大きい（体力に不安がある）」が60.5％、「精神的負担が大きい」が52.6％で続いています。 

 

考えられる離職の原因 

 

7.8

80.1

25.2

13.3

25.0

30.1

26.5

22.5

60.5

52.6

34.3

9.1

34.0

9.1

4.3

2.5

0.6

0% 30% 60% 90%

雇用が不安定である

仕事内容のわりに賃金が低い

労働時間が不規則である

労働時間が長い

休憩が取りにくい

休暇が少ない・休暇が取りにくい

夜間や深夜時間帯に何か起こるのではないか

と不安がある

利用者や家族からのパワーハラスメント・セク

シャルハラスメントがある

身体的負担が大きい（体力に不安がある）

精神的負担が大きい

業務に対する社会的価値が低い

仕事で満足感や達成感を得られない

職場の人間関係

福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、施設の

構造に不安がある

その他

特に離職者が多いと感じていない

不明・無回答 事業所：n=1,237 
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●サービス利用者情報についての関係機関等との連携状況 

サービス利用者情報についての関係機関等との連携状況は、サービス事業所では「患者家族」

（71.0％）、「主治医・かかりつけ医」（64.9％）、「居宅介護支援事業所」（59.3％）において他

の項目に比較して「（連携が）とれている」が多くなっています。居宅介護支援事業所では、「介護

保険サービス事業者」（93.1％）、「地域包括支援センター」（89.7％）、「患者家族」（87.9％）

において他の項目に比較して「（連携が）とれている」が多くなっています。 

 

サービス利用者情報についての関係機関等との連携状況 

 

とれている, 64.9

69.8

46.6

21.6

49.4

48.3

49.6

87.1

39.7

85.3

55.1

89.7

59.3

79.3

48.9

93.1

36.7

76.7

27.5

38.8

34.4

48.3

71.0

87.9

25.1

33.6

とれていない, 20.8

25.0

36.1

74.1

32.0

45.7

30.2

9.5

37.3

11.2

24.2

3.4

20.1

12.9

28.7

2.6

40.7

18.1

49.6

56.9

42.7

48.3

12.4

7.8

53.0

62.9

不明・無回答, 14.3

5.2

17.2

4.3

18.6

6.0

20.2

3.4

23.0

3.4

20.8

6.9

20.6

7.8

22.4

4.3

22.6

5.2

22.9

4.3

22.9

3.4

16.7

4.3

21.8

3.4

0% 50% 100%

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

事業所

居宅

主治医・かかりつけ医 

理学療法士等のリハビリ職 

医療ソーシャルワーカー 

地域包括支援センター 

居宅介護支援事業所 

介護保険サービス事業者 

市町村の介護保険担当者等） 

歯科医師 

薬剤師 

 

自治会関係者、民生委員 

社会福祉協議会 

患者家族 

ボランティアなど 事業所：n=1,237 

居宅：n=116 
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●介護従事者と医療関係者等との連携を進める上での課題 

サービス事業所では「時間調整の難しさ」が34.8%で最も多く、「異職種間での意思疎通が

難しい」が27.6％で続いています。居宅介護支援事業所では「時間調整の難しさ」が60.3%で

最も多く、「異職種間での意思疎通が難しい」が27.6％で続いています。 

 

介護従事者と医療関係者等との連携を進める上での課題 

 

  

25.5

27.6

18.5

7.5

34.8

9.5

12.2

5.2

27.6

16.4

6.9

60.3

6.0

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

具体的な連携方法が分からない

異職種間での意思疎通が難しい

連携するためのツール（ICTを活用したシ

ステム等）がない

所属している組織の理解が得られない

時間調整の難しさ

その他

不明・無回答

事業所（n=1,237） 居宅（n=116）
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・将来の介護職の就労意向では、サービス事業所、居宅介護支援事業所ともに、「働い

ていると強く思う」「どちらかといえば働いていると思う」は想定する期間が長くなるに

つれて減少する。専門性を活かしながら働き続けられる環境づくりや復職支援、介護

の魅力発信により人材の確保・定着を図ることが必要である。 

・生駒市で働き続けるために市に求めることでは、サービス事業所、居宅介護支援事業

所ともに、「人材確保のための施策の推進」（53.7％、50.9％）が最も多くなっている

ため、より一層の施策の推進が必要である。 

・考えられる離職の原因で「身体的負担が大きい（体力に不安がある）」「精神的負担

が大きい」が多くなっている。一方、介護サービス事業所調査では、先述のとおり、ロボ

ットの導入効果では「職員の腰痛予防」を上げる事業者が多いことから、離職を防止

し、人材定着をするため、ロボット等の介護者の身体的負担を軽減する支援策を検討

する必要がある。 

・サービス事業所・居宅介護支援事業所において、介護従事者と医療関係者等との連

携を進める上での課題では、「時間調整の難しさ」や「異職種間での意思疎通が難し

い」となっており、他職種間の相互理解を深めるための顔の見える連携強化の取組が

必要である。 

課題 
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３ 市内の在宅医療・介護連携に関する調査 

●調査の実施概要 

在宅医療・介護連携に関する調査の実施概要は以下の通りです。 

調査対象者 市内医療機関 95機関 

調査方法 郵送 

調査期間 令和５年５月８日～令和５年５月19日 

回収結果（回収率） ８８機関（92.6%） 

 

●在宅医療の実施状況 

在宅医療（訪問診療や往診など）の実施状況では、「行っている」が40.9％、「行っていない」

が58.0％となっています。対応可能な疾患では、「心疾患（心臓病）」が58.3％で最も多く、「脳

血管疾患（脳卒中）の後遺症」「糖尿病」がともに55.6％で続いています。また往診や訪問診療を

していない理由では、「昼間・夜間の緊急時に対応できる医師の体制を確保できない」が51.0％

で最も多く、「対象となる患者がいない」が47.1％で続いています。 

在宅医療（訪問診療や往診など）の実施状況 

 

対応可能な疾患                 往診や訪問診療をしていない理由 

  

行っている, 40.9
行っていない, 

58.0

不明・無回答, 1.1

0% 50% 100%

50.0

55.6

58.3

41.7

47.2

25.0

19.4

30.6

11.1

47.2

55.6

25.0

16.7

19.4

44.4

44.4

13.9

25.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

脳血管疾患（脳卒中）

脳血管疾患（脳卒中）の後遺症

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

関節疾患

難病（パーキンソン症候群を除く）

パーキンソン症候群

精神疾患（認知症を除く）

認知症

糖尿病

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

骨髄損傷

ターミナルケア

在宅での看取り

重症心身障がい

その他

不明・無回答

n=88 

47.1

2.0

51.0

37.3

2.0

2.0

23.5

5.9

7.8

15.7

0.0

0% 20% 40% 60%

対象となる患者がいない

対象となる患者はいるが、

住まいが遠くて対応が困難

昼間・夜間の緊急時に

対応できる医師の体制を確保できない

昼間・夜間の緊急時に

対応できる職員等の体制を確保できない

緊急時に連携ができる専門医療機関がない

介護等他分野との連携ができない

看取りの対応が困難

採算があわない

自分の時間を持てない

その他

不明・無回答
n=36 n=51 
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在宅診療を行う上での苦労では、「外来時間内の往診依頼の対応」が41.7％で最も多く、「緊

急時に入院、または搬送できる医療機関との連携体制の確保」が38.9％、「24時間訪問診療可

能なスタッフの確保」が33.3％で続いています。 

 

在宅診療を行う上での苦労 

 

 

  

27.8

33.3

38.9

19.4

16.7

5.6

22.2

11.1

19.4

8.3

8.3

22.2

16.7

41.7

8.3

2.8

2.8

0% 20% 40% 60%

患者や家族の理解・協力を得ること

24時間訪問診療可能なスタッフの確保

緊急時に入院、または搬送できる

医療機関との連携体制の確保

緊急時に患者から連絡を

受けられる診療所の体制の確保

夜間等緊急時に関係機関と連絡が取れない

貴院職員の在宅医療に関する

知識や技術の向上

介護関係者との連携・連絡体制の構築

介護関係者の在宅医療に

関する知識や理解の向上

在宅医療に必要な医療材料・機器の確保

在宅医療を希望する患者が多すぎて

手が回らない

診療報酬が見合わない

移動時間がかかり非効率

プライベート時間の確保が難しい

外来時間内の往診依頼の対応

その他

特にない

不明・無回答

n=36 
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●今後の訪問診療･往診の実施意向 

訪問診療･往診の実施意向では、「今後も実施する予定はない」が51.1％で最も多く、「引き

続き実施するが、現状維持」が28.4％で続いています。 

訪問診療･往診の実施意向 

 

●在宅医療・在宅ケアを促進するために必要な取組み 

在宅医療・在宅ケアを促進するために必要な取組みでは、「緊急時の受け入れ等、専門医療機

関との連携体制を構築する」が55.7％で最も多く、「複数の医療機関が在宅医療を分担しあう

体制や、情報共有手段を構築する」が40.9％、「在宅生活を支える訪問看護の充実を図る」が

29.5％で続いています。 

 

在宅医療・在宅ケアを促進するために必要な取組み 

 

引き続き実施す

るが、現状維持, 

28.4

引き続き実施

し、強化してい

く, 5.7

実施していない

が、今後は実施

を検討する, 4.5

今後も実施する

予定はない, 

51.1

不明・無

回答,

10.2

0% 50% 100%

40.9

20.5

55.7

13.6

12.5

29.5

5.7

14.8

27.3

18.2

15.9

4.5

10.2

2.3

0% 20% 40% 60%

複数の医療機関が在宅医療を

分担しあう体制や、情報共有手段を構築する

情報共有ツールの活用

緊急時の受け入れ等、専門医療機関との

連携体制を構築する

在宅医療の重要性を地域の医療機関に

普及・啓発を行う

地域の診療所の在宅医療に

関する知識や技術の向上を図る

在宅生活を支える訪問看護の充実を図る

地域ケア会議やサービス担当者会議等に

参加し、介護との連携体制を構築する

地域住民への在宅医療に関する

普及・啓発を行う

介護する家族に対する支援の充実を図る

診療報酬を改定する

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け

住宅の普及を図る

その他

特にない

不明・無回答

n=88 

n=88 
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●高齢者の情報についての連携の重要度と連携状況 

高齢者の情報についての連携の重要度では、「他の医療機関」が88.6％で最も多く、「患者家

族」が86.4％、「訪問看護師」が83.0％で続いています。 

高齢者の情報についての連携状況では、「他の医療機関」と「患者家族」がともに59.1％で最

も多く、「薬剤師」が54.5％、「訪問看護師」が51.1％で続いています。 

 

          高齢者の情報についての連携の重要度と連携状況 

〈重要度〉                  〈連携状況〉 

  

  

重要である（計）, 88.6

65.9

81.8

83.0

69.3

72.7

71.6

80.7

72.7

79.5

59.1

56.8

86.4

50.0

重要でない（計）, 5.7

27.3

11.4

9.1

21.6

19.3

18.2

12.5

18.2

11.4

33.0

33.0

5.7

40.9

不明・無回答, 5.7

6.8

6.8

8.0

9.1

8.0

10.2

6.8

9.1

9.1

8.0

10.2

8.0

9.1

0% 50% 100%

他の医療機関

歯科医師

薬剤師

訪問看護師

理学療法士等のリハビリ職

医療ソーシャルワーカー

地域包括支援センター

居宅介護支援事業所（ケアマネ）

介護保険サービス事業者

市役所（介護保険課、障がい福祉課等）

自治会関係者、民生委員

社会福祉協議会

患者家族

ボランティア、NPOなど

とれている（計）, 59.1

23.9

54.5

51.1

30.7

26.1

37.5

46.6

36.4

31.8

6.8

11.4

59.1

2.3

とれていない（計）, 

23.9

58.0

27.3

29.5

48.9

54.5

43.2

35.2

43.2

47.7

72.7

67.0

21.6

77.3

不明・無回答,

17.0

18.2

18.2

19.3

20.5

19.3

19.3

18.2

20.5

20.5

20.5

21.6

19.3

20.5

0% 50% 100%

n=88 



 

39 

 

 

 

 

 

・在宅医療（訪問診療や往診など）の実施状況では、「行っている」（40.9％）が「行って

いない」（58.0％）を下回っている。また、往診や訪問診療をしていない理由では、「昼

間・夜間の緊急時に対応できる医師の体制を確保できない」（51.0％）が多く、在宅医

療サービス提供体制の充実が必要である。 

・在宅医療・在宅ケアを促進するために必要な取組みでは、「緊急時の受け入れ等、専門

医療機関との連携体制を構築する」（55.7％）、「複数の医療機関が在宅医療を分担

しあう体制や、情報共有手段を構築する」等（40.9％）の意見が多くあることから、中長

期的な目標を定めて、必要な取組みを検討する必要がある。 

課題 


